
A ．産 業 競 争 力

の 強 化

関係

府 省 等
対 応状 況 主な成 果 課題 これ か らの取 り組み

口．歳 出改革

○大学院施設及び卓越した文部科学省 「国立大学等施設緊急整備 平成14年度未での事業の進 引き続き、国立大学・研究開
研究拠点の施設整備を重点 5ケ年計画」に基づき施設整備 捗率は45％の見込み。 発法人等の施設整備を進め
的に推進する。独立行政法 を推進。 研究開発法人等の施設整備 る。
人研究機関等の施設の着実 研究開発法人等の施設を着 は着実に進められているとこ
な整億、私立大学の研究ポ
テンシャル活用のための研
究施設整備等を推進する。

実に整備しているところ。 ろ。

ホ ．そ の他 の制 度改 革

○大学発ベンチャー等の起文部科学 平成14年度に引き続き、平成 平成14年8月時点で453の大 大学発ベンチャー創出を支援
業を促進するため、大学の省、経済産 15年度予算案においても共同 学発ベンチャーが創出。 する事業において、平成15年
技術移転組織 （いわゆる 業省 研究の促進、大学発ベン 度からプログラム管理者（プロ
TLO）の活用、創業人材の チャー創出に向けた研究助 グラムオフィサー）を配置する
育成、新産業創出に向けた 成、産学官連携強化を図るた ことなどにより、制度の適切な
産学官の共同研究の支援等
を行うとともに、創業者の
資金調達を円滑化するた
め、金融面での支援を推
進・充実する。

めの専門家の派遣等を行うと
ともに、TLO をはじめとする技
術移転機関の機能強化を図
る。

運用を図る予定。

○大学発ベンチャーの国立文部科学省大学発ベンチャーの国立大学 大学発ベンチャーの有償使用 現場への周知徹底が必要。 制度の周知を図ることにより、
大学施設使用や国立大学数 の施設の有償使用が可能に について、既にいくつかの国立 制度の十分な活用を促す。
官の非役員兼業に関する基 （平成14年6月＿）。国立大学数 大学で実施。
準の明確化を含めた規制緩 員等がベンチャー企業への非 9名の国立大学教員が非役員
和について、平成1 3 年度 役員兼業の報酬を株式等で受 兼業の報酬を株式等で受領
中に結論を得る。 領できることにつき明確化を図

り、各国立大学等に通知を発
出した（平成14年4月）。国立
大学教員等の民間企業役員
兼業の承認権限を各国立大
学の長に委任可能に（平成14
年10月）。

（平成14年9月末日現在）。役
員兼業の承認権限の委任によ
り、役員兼業が増加。

′
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○産学官連携の推進に圃す 総合科学技 平成14年11月に開催された第 産学官より1200名の出席者が 引き続き、産学連携の機運を
る制度改革 ・規制緩和等を 術会議、関 2回産学官連携サミットについ あり、産学官の一層の連携が 高めるべく活動を展開する。
含む具体的方策を取りまと

める。また、国立大学等の
法人化に際し、改革の方向
性を打ち出すとともに、私
立大学での研究開発の促進

のため、私立大学への民間
資金の導入を促進する観点
から、民間からの委託研究
費に対する減税措置等につ

いて検討する。さらに、全
国の大学等と企業 トップが

一同に会する産学官連携サ
ミットを開催する。

係府省 て、文部科学省も共催省庁と

して積極的に参加。．
図られることとなった。

○大学院の1 年制の専門大 文部科学省 ・－年制の専門大学院、通 ・各大学が社会人のニーズ ・一年制の専門大学院、通 今後、高度専門職業人養成
学院の制度化、通信制博士 信制博士課程について、中 に応 じて、機動的 ・弾力的 信制博士課程については、 の一層の充実を図るため、
課程の制度化について、中 央教育審議会において答申 に専門大学院を設置できる 既存の大学院制度の枠組み 専門大学院制度を発展させ
央教育審議会大学分科会に を得て、大学院設置基準を ようになった。 におけるものであり、研究 た専門職大学院制度を整備
おいて審議し、答申を得 改正 （平成14年3月）。 ・平成14年度から短期大学 指導や論文作成等が必要な することとした。 （第155回
て、実施する。また、短大 ・地域総合科学科の設置を 基準協会による地域総合科 ど高度専門職業人養成に柔 国会で学校教育法を改正、
の社会人の再教育等に柔軟 検討する短期大学からのヒ 学科としての特色と教育の 軟に対応できないなどの制 平成14年度中に専門職大学
に応える機能 （いわゆるコ アリングを実施するなど地 質を保証する適格認定開 約もある。 院設置基準を策定）
ミュニティ・カレッジ）を 域総合科学科の設置を推 始。 （平成14年度の認定
強化 （地域総合科学科の設
置の推奨等）する。

奨。 数 ：4短期大学、4 学科）

○短大等が社会人の再教 文部科学省 ・一年制の専門大学院、通 ・平成14年度から短期大学
育 ・再訓練に柔軟に応える 信制博士課程について、中 基準協会による地域総合科
機能 （いわゆるコミュ二 央教育審議会におい．て答申 学科としての特色と教育の

ティカレッジ）の強化、－ を得て、大学院設置基準を 質を保証する適格認定開
年制専門大学院の制度化、 改正 （平成14年3月）。 始。 （平成14年度の認定
大学院の通信制博士課程の
制度化

・地域総合科学科の設置を
検討する短期大学からのヒ

アリングを実施するなど地
域総合科学科の設置を推
奨。

数 ：4短期大学、4学科）
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A ．産 業 競 争 力

の 強 化

関 係

府 省 等
対 応状 況 主 な成果 課題 これ か らの 取 り組み

ィ ．税制 改革

試験研究税制、IT t環境投資総務省、財 ・平成 1 5 年度税制改正に第156回国会に、平成15年度 第 1 5 6 回国会において平
促進碗制措置の見直しを検 務省、文部おいて、研究開発減税とし税制改正法案を提出。 成 1 5 年度税制改正法案の
討する。 科学省、厚

生労働省、
農林水産
省、経済産
業省＿、国土
交通省、環
境省

て、試験研究費の総額に係
る特別税額控除制度の創
設、産学官連携の共同研
究 ・委託研究に係る特別税
額控除制度の創設、中小企
業技術基盤強化税制の拡充
を行うとともに、設備投資
減税として、ソフトウエア
を含む I T 投資促進税制 ・
開発研究用設備の特別償却
制度の創設等を実施するこ
ととしている。

年度内成立を図る。法案の
成立・施行にあたっては、
新しい制度が国民に利用さ
れるよう政府広報等の手段
によりPR ・情報提供を行
う　　　　　　　　　　　 。

関係府省は、海外の高度人
材を活用する観点から、戦
略的分野の技術者の入国、
就労、勉学、研修、居住等に
係る環境を改善する。

文部科学省平成15年度税制改正におい
て、特定公益増進法人の範
囲に、一定のインターナ
ショナルスクールの設置を
主たる目的とする学校法人
（準学校法人含む）を追加
予定

口．歳 出改革

文部科学省は、「英語が使え文部科学省 「『英語が使える日本人』の育 各都道府県教育委員会等に 「『英語が使える日本人』」の育「『英語が使える日本人』の育
る日本人」の育成を目指し、 成のための戦略構想一英語 おいて、学習者のモティベー 成のための行動計画」を策定 成のための行動計画」の策定
平成14年度中に英語教育の 力・国語力増進プランー」を策 シヨンの高揚、教育内容等の し、関連施策を着実に推進す 及び着実な実施。（平成15年
、改善のための行動計画をと 定（平成14年7月）。平成15年 改善、英語教員の資質向上な る。 度予算案1．100百万円）

し　「
りまとめる。平成15年度から 度予算案を踏まえ、戦略構想 ど英語教育の抜本的改善のた
外国人の優秀な外国語指導 を見直し、行動計画を策定予 めの施策の実施に向けた取組
助手の正規教員等への採用
を促進する。

定（平成14年度中） が活性化。
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文部科学省、経済産業省及 文部科学省 ・大学発ベンチャーの創出を平成14年8月時点で453の大 大学発ベンチャー創出を支援
び関係府省は、事業化支援 支援する制度など産学官連携学発ベンチャーが創出。 する事業において、平成15年
や起業家育成（インキュベー を推進する（平成15年度予算 度からプログラム管理者（プロ
ション）事業の充実等により 案7．945百万円）。 グラムオフィサー）を配置する
「大学発ベンチャー1000社計 ・国立大学にインキュベーショ ことなどにより、制度の適切な
画」を推進する（平成14年度

以降3カ年）。
ン施 設 を整 備 （23 大 学 ） 運用を図る予定。

文部科学省、厚生労働省 文部科学省 ・治験実施管理体制の整備 ・治験実施管理体制の整備を 全国治験 3 力年計画の平成 引き続き、研究計画の着実
は、基礎研究の臨床への橋 （治験管理センター（4 大学）、 行うことにより、質の高い治験 1 4 年度中の策定の実現を な実施につとめる。
渡し研究の拡充や実験成果 臨床試験部（2大学）、治験管 が行われ、一層の産学官連携 図る必要がある。

I
の共有等の内容を含む全国
治験活性化3ケ年計画を平
成14年度中に策定し、産学
官連携を推進するための基
盤を整備する。

理要員（2大学：4 名）） の推進が図られる。

文部科学省、経済産業省は 文部科学省 大学発ベンチャー創出支援、平成14年8月時点で453の大 大学発ベンチャー創出支援、
平成14年度から、大学発ベ 産学官共同研究推進のため 学発ベンチャーが創出。 産学官共同研究推進のため
ンチャーの育成、公設試験 のマッチングファンド、科学技 のマッチングファンド、特許の
機関や企業の有する基礎研 術振興事業団における特許の 戦略的取得のための事業を引
究の実用化等の観点から、

マッチング事業等を推進す
る。

戦略的取得に向けた事業を推
進。（平成15年度予算案8，150
百万円）

き続き実施。

我が国の国際競争力を強化
し、経済を活性化していくた

文部科学省 大学知的財産本部整備事業、
科学技術振興事業団における

知的財産専門人材の養成に

ついては、平成14年度に2大

大学における特許取得Ⅰ活用
を促進することが急務。

大学知的財産本部整備事業、
科学技術振興事業団における

めに、知的財産戦略会議が 特許の戦略的取得に向けた事 学を選定し、実施中。 特許の戦略的取得に向けた事
取りまとめる知的財産戦略 葉、知的財産専門人材の養成 業、知的財産専門人材の養成
大綱に基づき、平成17年度 のための取組を推進する。（平 のための取組を引き続き強力
までに、関係府省は、迅速か

つ的確な特許審査や司法制
度のあり方、知的財産の創
造・流通・活用の促進、知的
財産権侵害品に対する国境
措置の強化等の課題につい

て、集中的・計画的に取り組
む。

成15年度予算案3，977百万円） に実施。

特許情報とそれに関連した技
術情報を研究者が容易に検索

できる環境の検討。（平成15年
度予算案約30百万円）

平成15年度にシステムの概念
設計を実施。
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「ものづくり」人材の育成・確保

の推進。小・中学生が適格な
指導者の下で、発明・工夫へ
の興味を高め、ものづくりの体
験を通じて、創意工夫すること

の喜びを体験させる「ものづく
り体験教室」を平成13年度より
開催している。この機会を活用
して、平成15年度より、小・中
学生の知的財産に対する意識

の育成・向上を図る（平成15年
度予算案34百万円）

平成15年度より、「ものづくり
体験教室」の開催にあたり、以
下の2つを併せて実施する。
i）指導員に対し本事業の主
旨等を説明する会議の開催。
ii）当該体験教室の参加者に
対し、独創性及び知的財産に

ついての意識の育成・向上を
図るための資料を配布。

総務省、関係府省は、情報 文部科学省 申請 ・届出等手続の電子化 191の個別の申請 ・届出等手 電子化が困難な添付書類等 平成15年度中に、原則すべ
開示の推進等を含め電子政 に関わる汎用受付等システ 続のオンライン化を行っ について、代替策等の検討 ての国民との間の手続の電
府・電子自治体を推進し、原 ム （オンライン申請システ た。 を行う。 子化を実施する。また、電
則すべての国民との間の手 ム）を整備し、運用を開始 子入札システムを導入す
続きの電子化を平成15年度
中に実施する。また、関係府
省は、tTS 、G IS の本格的普

及、医療や防災等の公共分
野における汀化加速、電子
商取引等を推進するととも
に、電子入札を積極的に進
める。

した。 る。

燃料電池については、内閣 文部科学省 ・経済活性化のための研究開 ・燃料電池自動車、住宅用燃
官房及び関係府省は、平成 発プロジェクトのひとつとして、 料電池の開発・普及を推進す
17年を目途に安全性の確 高性能・低コスト高温運転型 るため、平成15～19年度の予
保を前提としつつ、包括的な 次世代燃料電池の実現に向 定で高性能、低コストの高温
規制の再点検を行う。また、 け革新的材料開発を産学連携 運転型次世代燃料電池を実
関係府省は、燃料電池自動 で5年で行う。「次世代型燃料 現する革新的材料の開発を産
車、住宅用燃料電池の開 電池プロジェクト」（平成15年 学連携で推進する。
発・普及を推進する。 予算案502百万円

平成14年度補正予算1，800百
万円）

・経済活性化のための研究開
発プロジェクトのひとつとして、
高性能・低コスト高温運転型
次世代燃料電池の実現に向
け革新的材料開発を産学連携
で5年で行う。「次世代型燃料
電池プロジェクト」．（平成15年
予算案502百万円　 新規　 平
成14年度補正予算 1，800百

万円）
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ハ ． 規 制 改 革

文部科学省は、国立大学の 文部科学省 右成果の実施に向けて関係 「構造改革特区推進のため 現場への周知徹底が必要。 国立大学等の法人化後は、
法人化を待たず、平成15年 規定等の整備を行い、国立 のプログラムにおいて、国 各大学において、さらに兼
度から、弾力的な勤務形態 大学等に周知する。 立大学教員等が勤務時間内 業 ・起業が促進されるよう
（例えば週20時間勤務）によ
る教官の任用を進め、兼業・
起業を促進する。

に兼業することについて、
TLO及び研究成果活用企業に
おける役員兼業については
構造改革特区で、また、産
学官連携活動のために行う
非役員兼業については全国
で可能とする旨明記。

弾力的な勤務形態を設計。

文部科学省は、「英語が使え文部科学省 「『英語が使える日本人』の育 各都道府県教育委員会等に 「『英語が使える日本人』の育 「『英語が使える日本人』の育
る日本人」の育成を目指し、 成のための戦略構想一英語 おいて、学習者のモティベー 成のための行動計画」を策定 成のための行動計画」の策定
平成14年度中に英語教育の 力・国語力増進プランー」を策 ションの高揚、教育内容等の し、関連施策を着実に推進す

る。
及び着実な実施。（平成15年

改善のための行動計画をと 定（平成14年7月）。平成15年 改善、英語教員の資質向上な 度予算案1，100百万円）
りまとめる。平成15年度から 度予算案を踏まえ、戦略構想 ど英語教育の抜本的改善のた
外国人の優秀な外国語指導 を見直し、行動計画を策定予 めの施策の実施に向けた取組
助手の正規教員等への採用
を促進する。

定（平成14年度中） が活性化。

都道府県教育委員会等に対し各都道府県教育委員会等に ・都道府県教育委員会等に対
て、外国人（英語を母語として おいて、外国人の正規教員へ して、引き続き外国人の正規
使用できる者をいう。以下同 の採用に向けての検討が活発 教員への積極的な採用につい
じ。）の正規教員への積極的
な採用について指導。また、外
国人の正規教員への採用に

ついて、都道府県教育委員会
に対し調査を実施するととも ‘
に、当該調査結果をもとに、外
国人の任用に係る加配措置に

ついて精査（平成14年度中）。

化。 て指導。

・平成15年度中に次年度の外
国人の正規教員への採用に

ついて、都道府県教育委員会
に対して調査を実施。

・当該調査結果をもとに、外国
人の任用に係る加配措置につ
いて精査。

戦略構想において検討課題と 研究グループからr英語教員 ・15 年度中に、「英語教員研
された、中学校、高等学校及 研修モデルプログラム（骨 修ガイドブック（仮称）」を作成・
び大学の英語教育の現状や 子）」の報告を受け、各都道府 提示。
課題等の把握・分析・評価及 県教育委員会等に対し情報提 ・15 年度未までに、各研究グ
び英語教育の改善方策に必
要な研究を行なう研究グルー
プを設置（平成14年9月19

日）。

供。 ループによる研究内容につい

て、一定の成果のとりまとめ。

・それ以降は、当該研究成果
について、英語教育の改善の
ための取組に適切に活用する
とともに、引き続き研究を進め
る。
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文部科学省、経済産業省及 文部科学省 ・大学発ベンチャーによる国立 平成14年8月時点で453の大 大学発ベンチャー創出を支援

び関係府省は、事業化支援 大学施設の有償使用を可能 学発ベンチャーが創出。 する事業において、平成15年
や起業家育成（インキュベー

ション）事業の充実等により
「大学発ベンチャー1000社計

画」を推進する（平成14年度
以降3カ年）。

化ぐ14年6月）。 度からプログラム管理者（プロ
グラムオフィサー）を配置する

ことなどにより、制度の適切な
運用を図る予定。

ホ ． そ の 他 の 制 度 改 革

文部科学省は、「英語が使え 文部科学′「『英語が使える日本人』の 各都道府県教育委員会等 「『英語が使える日本人』の育 「『英語が使える月本人』の育
る日本人」の育成を目指し、 育成のための戦略構想－ において、学習者のモティ 成のための行動計画Jを策定 成のための行動計画」の策定

平成14年度中に英語教育の 英語力・国語力増進プラン

－」を策定 （平成14年7月）。
平成15年度予算案を踏ま

え、戦略構想を見直し、行
動計画を策定予定（平成14

年度中）

ベーションの高揚、教育内
容等の改善、英語教員の

資質向上など英語教育の

抜本的改善のための施策

の実施に向けた取組が活
性化。

し、関連施策を着実に推進す 及び着実な実施。（平成15年
改善のための行動計画をと

りまとめる。平成15年度から
外国人の優秀な外国語指導
助手の正規教員等への採用
を促進する。

る。 度予算案1．100百万円）

都道府県教育委員会等に対し各都道府県教育委員会等に ・都道府県教育委員会等に対
て、外国人（英語を母語として おいて、外国人の正規教員へ して、引き続き外国人の正規
使用できる者をいう。以下同 の採用に向けての検討が活発 教員への積極的な採用につい
じ。）の正規教員への積極的
な採用について指導。また、外

国人の正規教員への採用に
ついて、都道府県教育委員会
に対し調査を実施するととも
に、当該調査結果をもとに、外
国人の任用に係る加配措置に

ついて精査（平成14年度中）。

化。 て指導。

・平成15年度中に次年度の外
国人の正規教員への採用に
ついて、都道府県教育委員会
に対して調査を実施。

・当該調査結果をもとに、外国
人の任用に係る加配措置につ
いて精査。

戦略構想において検討課題と 研究グループから「英語教員 ・15年度中に、「英語教員研
された、中学校、高等学校及 研修モデルプログラム（骨 修ガイドブック（仮称）」を作成・
び大学の英語教育の現状や 子）」の報告を受け、各都道府 提示。
課題等の把握・分析・評価及 県教育委員会等に対し情報提 ・15 年度未までに、各研究グ
び英語教育の改善方策に必

要な研究を行なう研究グルー
プを設置（平成14年9月19

日）。

供。 ループによる研究内容につい

て、一定の成果のとりまとめ。

・それ以降は、当該研究成果
について、英語教育の改善の
ための取組に適切に活用する
とともに、引き続き研究を進め
之
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男女共同参画会議は、女性 文部科学省 一人一人が主体的に多様な 平成15年3月未までに第1次報
の個性や能力が活用される
ようなチャレンジ支援策を平
成14年度中にとりまとめ、企

業等における女性の能力発
揮のための積極的取組みの
推進等を図る。

キャリアを設計し、個性や能力
を十分発揮しながら柔軟に働

いたり学んだりできるような、
活力に満ちた社会を創造をす
るために必要な支援の在り方
を検討するため、平成14年11
月11日に「女性の多様なキャ
リアを支援するための懇談会」
を設置した。
特に大学・研究所等の女性研
究者への支援の在り方につい
て懇談会において検討中。

告を提出予定。

文部科学省、経済産業省及 文部科学省 ・大学発ベンチャーの創出を平成14年8月時点で453の大 大学発ベンチャー創出を支援
び関係府省は、事業化支援 支援する制度など産学官連携 学発ベンチャーが創出。 する事業において、平成15年
や起業家育成（インキュベー を推進する（平成15年度予算 度からプログラム管理者（プロ
ション）事業の充実等により 案7，945百万円）。 グラムオフィサー）を配置する
「大学発ベンチャー1000社計 ・国立大学にインキュベーシヨ ことなどにより、制度の適切な
画」を推進する（平成14年度
以降3カ年）。

ン 施 設 を 整 備 （23 大 学 ） 運用を図る予定。

文部科学省、厚生労働省 文部科学省 ・治験実施管理体制の整備 ・治験実施管理体制の整備を 全国治験 3 力年計画の平成 引き続き、研究計画の着実
は、基礎研究の臨床への桔 （治験管理センター（4大学）、行うことにより、質の高い治験 1 4 年度中の策定の実現を な実施につとめる。
渡し研究の拡充や実験成果 臨床試験部（2 大学）、治験管 が行われ、一層の産学官連携 図る必要がある。
の共有等の内容を含む全国

治験活性化3ケ年計画を平
成14年度中に策定し、産学
官連携を推進するための基
盤を整備する。

理要員（2 大学：4名）） の推進が図られる。

文部科学省、経済産業省は 文部科学省 大学発ベンチャー創出支援、平成14年8月時点で453の大 大学発ベンチャー創出支援、
平成14年度から、大学発ベ 産学官共同研究推進のため 学発ベンチャーが創出。 産学官共同研究推進のため
ンチャーの育成、公設言式験 のマッチングファンド、科学技 のマッチングファンド、特許の
機関や企業の有する基礎研 術振興事業団における特許の 戦略的取得のための事業を引
究の実用化等の観点から、

マッチング事業等を推進す
る。

戦略的取得に向けた事業を推
進。（平成15年度予算案8，150
百万円）

き続き実施。
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文部科学省 的財産本部整備事業、
し、経済を活性化していくた
めに、知的財産戦略会議が
取りまとめる知的財産戦略
大綱に基づき、平成17年度
までに、関係府省は、迅速か
つ的確な特許審査や司法制
度のあり方、知的財産の創
造・流通・活用の促進、知的
財産権侵害品に対する国境
措置の強化等の課題につい
て、集中的・計画的に取り組
む。

科学技術振興事業団における
特許の戦略的取得に向けた事
業、知的財産専門人材の養成
のための取組を推進する。（平
成15年度予算案3．977百万円）

ついては、平成14年度に2大
学を選定し、実施中。

を促進することが急務。
大学知的財産本部整備事業、
科学技術振興事業団における
特許の戦略的取得に向けた事
業、知的財産専門人材の養成
のための取組を引き続き強力
に実施。

特許情報とそれに関連した技
術情報を研究者が容易に検索
できる環境の検討。（平成15年
度予算案約30百万円）

平成15年度にシステムの概念
設計を実施。

」人材の育成・確保
の推進。小・中学生が適格な
指導者の下で、発明・工夫へ
の興味を高め、ものづくりの体
験を通じて、創意工夫すること
の喜びを体験させる「ものづく
り体験教室」を平成13年度より
開催している。この機会を活用
して、平成15年度より、小・中
学生の知的財産に対する意練
の育成・向上を図る（平成15年
度予算案34百万円）

平成15年度より
体験教室」の開催にあたり、以
下の2つを併せて実施する。
i）指導員に対し本事業の主
旨等を説明する会議の開催。
ii）当該体験教室の参加者に
対し、独創性及び知的財産に
ついての意識の育成・向上を
図るための資料を配布。
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平成15年1月に公表された「審
用の促進
知的財産戦略大綱に基づ
き、①「法律ルール」の整備、
②「円滑な流通」の促進、③
「国際的課題」への対応、④
「著作権教育」の充実、⑤「司
法救済制度」の充実の5分野
について文化審議会著作権分
科会の下に5つの小委員会を
設置し、知的財産戦略を具体
化するための施策の検討を行
い、平成15年1月に文化審議
会著作権分科会「審議経過報
告」を公表した。

議経過報告」を受けて関係施
策を実施していく予定。
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